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和文抄録：日本の観光現場において有効とされるような観光マーケティングの理論は存
在するだろうか？一般的に言って、日本でのマーケティング理論はアメリカの理論を
下敷きとしている。観光マーケティングにおいては、日本とアメリカではかなりの事情
の違いがある。ここを踏まえなくては日本における観光マーケティング理論の確立は覚
束ない。具体的に言えば、私たちは旅行形態・観光形態を重要な要素と考えるべきであ
る。私たちがマーケティングについて考えようとするとき、アメリカのマーケティング
理論はＳＴＰ、すなわち細分化、標的設定、ポジショニングが最初に重要視され、その
後具体的な手段としてマーケティング･ミックス(製品、価格、プロモーション、流通チャ
ネル)が必要なのだとされる。しかし､日本における観光マーケティングに関していえば、
私たちはまずツーリズムの様態、すなわちマス・ツーリズムかスモール・ツーリズムか
を決定する必要がある。もちろん、この決定をするに際して私たちがいくつかの側面に
おいての細分化の手法について知っていることは望ましいことではある。私たちはまた、
一人の人間の実際の旅行場面を思い描いてみるべきである。例えば一人の医師がいると
して、彼は家族との旅行をするであろうし、経営する病院の職場旅行に付き合うことに
なるかもしれない。また医師仲間と親睦旅行で出かけることもあれば、彼がメンバーと
なっているロータリークラブの国際大会参加旅行でアメリカに出かけるかもしれない。
こうした面からの細部化手法が明確にされる必要がある。
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現在のところ、日本の観光ビジネスの現場で有効とされるような、観光という社会現象固有の
原理に立脚したマーケティング理論は存在するだろうか。この問いで重要なのは、「観光固有の
原理に立脚」しているかどうかという点である。この条件を消費者(＝観光客)、観光事業者、流
通チャネル、旅行商品・観光商品、地域などの観点それぞれにおいて、その独自性において十分
に論考している書物は存在しないというのが筆者の印象である。
アメリカからマーケティングに関する多くの研究成果がもたらされ、その枠組みを使って日本
における観光マーケティング理論を形成するというのが1990年代だった。この時期の良質な入門
書としては長谷政弘編著の『観光マーケティング－理論と実際』(1996)がある。当時の状況は、
｢観光マーケティングは、学問的にはかなり立ち遅れており、また、実践的な面でもその活用が
十分ではない」という長谷の「まえがき」の文章において示されているだろう。
同書の構成は、観光マーケティングの基礎的理論の理解を目的とした「理論編」と、宿泊、運
輸、旅行会社からテーマパーク、博物館・美術館、水族館など多くの観光媒体、観光対象を個別
に検証する「実際編」に分かれている。「理論編」はほぼアメリカのマーケティング理論を下敷
きにして日本における観光マーケティングを考えるというスタイルであり、観光固有の原理が必
ずしも明らかとはなっていない。一方、「実際編」の各論はそれぞれの観光媒体、観光対象の現
状を明らかにしてはいるものの、土台となる観光マーケティングの理論から論考されているわけ
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ではなかった。
アメリカからの(製品を中心とした)マーケティング研究の成果は十分に活用されるべきだが、
それは観光ビジネスの現場を熟知した人間によって取り入れられなければならない。この点で大
きな前進となったのは2008年に出版された森下昌美編著『観光マーケティング入門』である。例
えば､マーケティングの基礎知識がほぼすべて詰まっている野口智雄著『マーケティングの基本』
で解説されていることのほとんどが、観光ビジネスの現場でどのように適用されるかかが具に図
解で示されている。アメリカで形成されたマーケティング理論の観光ビジネスへの活用の仕方と
いう点では大学の学部生にも分かりやすい内容となっている。ただ、観光固有の原理が明らかと
なるような本質的な問題が取り扱われているかといえば、必ずしも十分ではなかった、と筆者に
は思われる。つまり、消費者たる観光客の旅行形態･観光形態をどう細分化するのか、あるいは
企業や地方自治体の取り組み方としてマス・ツーリズムとスモール･ツーリズムのどちらが選択
されるのか、といった問題のことである。これらは製品の流通以前の、観光という社会現象固有
の問題系である。日本における観光マーケティング理論確立のためには、こうした問題系の克服
は至上課題であろう。
以下の節で、日本における観光マーケティング理論確立のためにはどのようなことが必要かを
整理しておきたい。
1．何が起きているか－観光の現状
観光ビジネスの分野で最近話題となっていることといえば、2012年５月22日に開業した東京ス
カイツリー人気沸騰によって東京が観光客を誘引する強い磁場を持つことになったことであろ
う。開業１カ月で展望台や付設の大型商業施設への来場者数は年間目標の２割弱に当たる550万
人を超えている｡同時に､都内の大型商業施設は各施設とも大幅に来場者数が増加している｡また、
観光地としての東京の見直しはかなり以前からなされており、２３区のそれぞれが観光客誘引のた
めのさまざまな仕掛けをしてきた｡｢歩く観光｣という近年の動向も東京には有利に働いているし、
東京ほど強い誘引力で歴史探訪(特に江戸時代以降)、食、ショッピングといった複数の観光形態
に対抗できる都市は日本には存在せず、かなり長い期間「東京ひとり勝ち」状態の続く可能性も
ある。
一方、2012年はＬＣＣ（ロー・コスト・キャリア)元年とも呼ばれ、全日空系のＬＣＣピーチ・
アビエーシヨンが３月に運航を開始し、７月には日本航空系のジェットスター、翌８月には全日
空系のエアアジア・ジャパンが就航する。ピーチの出だしは順調であるものの、東京スカイツリ
ーほどその発展を楽観視はできない。乗客の裾野が広がっているのか、日本航空や全日空の顧客
が押し寄せているのかは明確ではない。日本におけるＬＣＣの展開をどう考えるかについては、
消費者の細分化(旅行形態・観光形態別の分析)や旅行会社による流通に乗るのかどうかが注目点
となる。これを単純にコモデイテイ化、あるいは新製品の購買者がマニアから一般に広がってい
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くにつれて価格が低下するという現象から説明するのでなく、観光固有の原理から解明する必要
がある。
上記のような、つい最近のことばかりでなく、近年、観光ビネスの分野で目立ってきている動
向について簡単にスケッチをしてみよう。これらの現象を観光固有の原理に基づいて分析し、観
光マーケティング理論によって解明できなければ、新たな観光マーケティングの思考を展開する
ことはできないはずである。
１．温泉の見直し……直接のきっかけは2002年に宮崎県日向市の温泉施設サンパークで起きた
レジオネラ属菌感染事件だった。死者が７人、感染が295名という数字が世間を騒がせ、そ
の２年後には全国の著名温泉地で偽装温泉が次々に暴露されていった。この偽温泉騒動の結
果、源泉かけ流しの温泉旅館が見直されるようになった。ただ、こうした噌好の変化は、レ
ジオネラ属菌感染事件以前に(社)日本温泉協会のアンケート調査で明らかになっていた。温
泉旅館の施設や交通の便、露天風呂かどうかなど外形にかかわることよりも、温泉そのもの
に対する関心が温泉愛好家の間では大幅に伸びていたからである(吉田2010:lO2-lO3)。こう
した源泉かけ流しの温泉旅館については大手旅行会社が２割に満たない程度しか商品化する
ことができない(吉田2010:108-109)。この状況を観光マーケティングとしてどう考えるべき
か、すなわち観光施設や旅行素材にとって強力な流通チャネルである旅行会社との関係性を
どのようなものにしていくかは、理論構築のための重要な分岐点である。
２．修学旅行における農業･漁業･林業体験のブーム……漁業体験についてはまだブームという
ところまでいっていないかもしれないし、林業体験についてはまだまだこれからというとこ
ろであろう。しかし、農業体験ということについては大きく事情が変わってきた。農林水産
省が新政策「新しい食料･農業・農村政策の方向」において農村の新たな振興策としてグリ
ーン･ツーリズムを取り上げたのは1992年だった。北海道や京都府、兵庫県などではその政
策が出る以前に、ヨーロッパのグリーン･ツーリズムに近いかたちが実践されていた(吉田
2003)。また、新政策が発表されたのと同年度にぶどう農家などの有志８名によって｢アグリ
ツーリズム研究会｣を発足させていた大分県安心院町(現宇佐市)では、後に安心院方式とし
て全国的に知られる「会員制農村民泊」という手法が生み出されていた(吉田2006)。ヨーロ
ッパの実情に近いスモール・ツーリズムでのそうした初期の実践例と今日の農業体験は明ら
かに違っている。修学旅行はマス・ツーリズムのかたちで実施されるのが普通だった。修学
旅行を受け入れる農村地域ではその誰離が問題を生み出しており、観光論の課題となってい
る。
３．ウオーキングによる地域資源の発掘．．…．ただ観光バスに乗って慌しく著名な観光対象を見
て回る、といった効率重視のマス・ツーリズム型でない観光形態としてウォーキングは近年
有力な手段・目的となってきた。特に注目すべきは、林道や遊歩道を歩くこと自体が目的と
なっている場合よりも、その土地の人でないと由来の分からない地域資源をゆっくり歩きな
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がら楽しむ手段としてのウオーキングである。高度経済成長期やバブル期に段賑を極めたも
のの、その後低迷することになった熱海、和歌山県白浜、北陸の温泉地などと違って、別府
は来訪者が激減することなく健闘している。それは1999年に始まる「竹瓦かいわい路地裏散
歩」から広まっていった別府八湯ウォーク、さらには2001年に始まる地域資源を活かしたオ
ンパク(温泉泊覧会)、及びそこから派生する「幻想性の機制」という観光独自の仕組みのも
たらす効果が大きかったのだと見ることができる(吉田2010:131-159)。この推移を観光マー
ケティングの理論は適切に説明できなければならない。地域の空間的条件からは、別府より
さらに多彩なウォーキングが可能な長崎市は「長崎さるく」という新しい地域の観光振興手
法を生み出している。また、小樽や函館などでも、市内に残る明治･大正時代の建造物を歩
いて自由に見て回ることが大きな魅力となっており、別府同様の「幻想性の機制」が生まれ
る可能性が高い。（すでにそうなっていると見ることもできる｡）
４．地域資源が人気観光対象に大化け．．…･こんなことはめったに起こらないが、起こる場合も
ある。全国にある市立美術館、博物館、動物園、植物園は基本的にはその都市人口の入場者
があれば十分だとされる｡本来その地域住民へのサービスとして運営されているからである。
それらは地域資源ではあっても観光資源ではありえなかった。国立美術館・博物館、あるい
は上野動物園のように、潤沢な予算で全国から入場者を期待する施設ではなかった。一時は
つぶれかけていた旭川市の旭山動物園は、動物の見せ方を工夫したところ、その行動展示が
話題となり、入場者数においては上野動物園を上回るような勢いである。話題性が高くなっ
た旭山動物園は、旅行会社にとっては北海道旅行における重要な観光素材となった。2003年
までは旅行商品に組み込まれることはほとんどなかったが、2004年には420,2005年には７
月までの段階で８倍以上となっていた（｢週刊トラベルジャーナル」2005年８月５日号)。旅
行商品の造成という観点から観光マーケティング理論形成の上で欠かせない事例である。
５．神社･仏閣などのパワースポットとしての見直し……女性誌を中心としてこうした動きが
あり、旅行会社も従来から取り扱っていた観光対象をパワースポットとして捉えなおし募集
パンフレットを作っている。１～４までのケースと較べると、最も軽い流行のレベルとも考
えられる。また、新たな観光対象を求める旅行会社の焦りが出ているとも思える。若い女性
の間でこうしたパワースポットが注目されるようになったのは、彼女たちの支持が高い歌手
の安室奈美江がある年の年末年始を恋人と過ごしたアメリカのセドナが霊的なスポットとし
て知られたことがきっかけではなかったかと思われる。
６．旅行商品に占める添乗員･企画担当者の重要性･…･･関西ではカリスマ添乗員としてかなり
以前から日本旅行の平田進也の名前は知られていたが、2004年と2008年に自らのノウハウを
披露する著書を出したことで、より広く、そして本質的な－旅行商品を造成するうえで観
光マーケティングはどのようなことに留意すべきかという一部分が知られることになっ
た。宴会場での女装パフォーマンスのみでなく、むしろ旅行商品を造成する上での企画とい
う点で卓越した発想力があったことが明らかとなっている。旅行商品とは何かという、本質
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的であるにもかかわらずこれまで明らかにされてこなかったことが、平田の２冊の著書によ
ってかなり明確になった。それは2000年前後にマーケティングにおける経験価値の重要性が
いわれることになったことの観光における理論化の可能性の道が開けたことを意味する。
以上見てきた観光の新たな動向は、観光対象の見直し・拡張化、観光形態の更新(多様化)、経
験価値という視点の導入だと見ることができる。観光マーケティングは当然ながら、こうした動
向について明確な指針を与えることができなければならない。そのためには、観光という社会現
象固有の原理に基づいた観光マーケティング理論が確立されていなければならない。現状ではそ
こに至っていないというのが筆者の認識である。次節では、そのために必要なベースとなる手法
について考えてみたい。
２．細分化手法の一例一多様なる旅行形態
観光という社会現象は観光客、観光対象、観光媒体、地域社会という四つの構成要素が相互・
複合的に関係することで生まれる。この関係のかたちをどうするかをまず考えなければならな
い。観光客の願望を叶えることを重視し、資金を投入して多彩な観光施設・設備を用意して大量
の観光客を呼び寄せようとするマス・ツーリズムを目指すのか、それとも自分たちの無理なく用
意できる地域資源を活かして少数の観光客の誘致で満足するスモール・ツーリズムを目指すのか
という「ツーリズムの様態」に関して意思決定をしなければならない。これはSTP(Segmentation
市場細分化、Targeting標的設定、Positioningポジショニング)やマー ケティング･ﾐｯｸｽ(Product製品、
Price価格、PrOmotionプロモー ション、PIace流通チャネル)を検討する以前に決定されるべきことで
ある。ただし、この意思決定に際して、特に細分化が明瞭に意識されていればその方が好ましい。
しかしながら、最初に決定されるべきなのは､やはりは観光(ビジネス)に向かう姿勢なのである。
そこから個別の観光マーケティングの課題に取り組むこととなる。
さて、観光という社会現象にあっては、観光対象、観光媒体、地域社会のそれぞれが消費者(観
光客、または来訪者)についての細分化の認識を必要とする。日本における観光マーケティング
研究においてはこの部分での現実認識が十分になされていないため理論形成に至る道筋が見えな
いのである。
現実とは次のようなことである。
ここに一人の医師がいるとする｡この人は消費者としてどのように細分化されるべきだろうか。
コトラーなどアメリカの研究者であればすぐさまデモグラフィック属性(男女別、年齢別、職業、
学歴など)やサイコグラフィック要因(行動様式や価値観など)で捉えようとするだろう。あるい
は、地域的な特性で細分化が試みられるかもしれない。しかし、観光固有の原理で考えるという
のは次のような細分化のための現実を認識し、旅行形態や観光形態を細分化するところから始ま
る。
???????
医師夫妻の新婚旅行
医師夫妻の銀婚式など節目となる記念旅行
医師会仲間・大学同窓生との親睦旅行
都道府県や市単位の医師会での組織内募集旅行
子どもづれの家族旅行
経営する病院従業員のための職場旅行
医師がメンバーであるロータリークラブ、あるいはライオンズクラブの全国的に募集され
る国際大会参加旅行
同上クラブの単一地区クラブでの親睦旅行
医学関係の学会参加旅行
??
ここで重要なのは､同じ一人の人間がさまざまな旅行形態で旅行するのだという事実であるし、
夫婦だけの旅行での観光形態と、子どもづれの場合、さまざまな親睦旅行、職場旅行、国際大会
や学会参加旅行とでは現地での行動・観光形態に違いが生まれるということである。観光客を誘
致しようとする観光対象や観光媒体、地域社会はこのように多用な旅行形態に対応した細分化が
できているだろうか。これは少なくとも、上記の①から⑨の内、個人ベースの観光マーケティン
グが可能なのは次のようなケースに限定されることを意味している。例えば、海外旅行の次回訪
問先について、ハワイ１回、ヨーロッパ２回、オーストラリア１回などの医師個人の海外旅行歴
から次に出かけるデスティネーションを探るというのは①と②の旅行形態でしか有効とならない
かもしれない。子どもづれの家族旅行であれば、自分、もしくは夫婦で楽しむのとは異なる基準
で旅行先を決定するからである。他の旅行形態であればなおさら別の要因で旅行先は決まる可能
性がある。
観光における表層的な理解として、かつては団体旅行、いまは個人･グループ旅行に中心が移
ってきているという見方がある。観光マーケティングにおける細分化を考える上では極めて浅い
理解である。その旅行者たちの本質を知るには、表面的な人数ではなく、どのような旅行形態な
のかを見極める必要がある。それが判明して初めて細分化の作業に入ることができる。
日本での観光マーケティングを考える上で見逃されているのは、大きな団体旅行ではもちろん
のこと、１５名程度の小団体旅行や７～８名までのグループ旅行でも、まったく個人の意思だけで
旅行の実施、あるいはデステイネーション(旅行目的地)が決定されているのではないという側面
である。したがって、そこを無視してデモグラフィック属性であれ、サイコグラフイック要因で
あれ、個人的要因のみで消費者像を考えるのは観光マーケティングにおいては適切ではない。例
えば、住宅や電化製品のような高額商品の購入に際しても個人の意思でなく、家族でよく相談す
るということはあるだろう。旅行・観光に関しても、家族旅行の場合であれば同様の相談がなさ
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れるかもしれない。多くの旅行形態の場合にはそれ以上である。少なくとも日本においては、社
会構造の反映として旅行が実施されているケースが少なからずある、という認識を欠くことはで
きない。先の医師のケースでいえば、職場や同業者、加入している親善・奉仕団体など社会の仕
組みの中で個人の意思とは離れて旅行が発生するからである。
アメリカの文化人類学者バーレン．Ｌ・スミスはかつて観光客の類型を次のように分類した
(Smithl989:12)。原語とその訳、もしくは筆者の解釈を掲げる。
①Explorer探検家、②Elite自力で活動できる能力のある観光客、③Off-beatあまり人の行か
ないデスティネーション(旅行目的地)のツアーを好む観光客、④Unusual特別な関心を持つ観光
客、⑤IncipientMass初期のマス・ツーリスト、⑥Mass観光地に絶え間なく流入するマス・ツー
リスト、⑦Charter同時に大堂に観光地を訪れる団体観光客。これは消費者個人の旅行行動の選
択肢として示された類型である。①から⑦にいくにつれて観光客数は多くなるとされる。（①は
原語が示すように観光客であるよりは探検家そのものであり、②についても観光客というよりは
旅人というべきである｡)また、観光客個人の特徴として①は現地生活水準を容易に受け入れるこ
とができるものの、その度合いは順次下がって⑦に至ると西洋的な快適さがないと困る、といっ
た順応性の違いがあるとされる。観光客個人の好み、あるいは行動の選択について、いわばサイ
コグラフィック要因からの消費者の細分化と見ることができる。これは製品購入ともまったく共
通するような手法である。
日本における観光固有の原理に基づいて観光マーケティングを考えるとき、こうした製品同様
の消費者個人に限定して作業を進めるのは適切ではない。修学旅行、職場旅行、報奨旅行、招待
旅行、永年勤続旅行、親睦旅行､組織内募集旅行など社会の仕組みを反映して行なわれる旅行は、
旅行者個人の意思が必ずしも反映されているわけではない。もちろん時代の推移によって、個人
意思の反映が図られるケースも生まれているが、旅行先を誰が決定しているか、だれが旅行費を
支払っているかなどを考えれば、どのように観光マーケティングが展開されなければならないか
は明白となる。
修学旅行は学校教育制度の一環として実施されている。つまり、それは教育という社会の仕組
みの反映として実施されている。最近では、複数の旅行先から生徒にアンケートで選ばせるとい
うケースも見られるものの、教員が教育効果の高い目的地を選ぶというのが本来の姿だった。前
節で近年の観光の動向で触れたように、農業体験などは都市圏の学校生徒には好ましいと教員や
教育委員会が考えたからこそ広まったのだといえる。この修学旅行という旅行形態は中国､韓国、
台湾では行なわれておらず、日本の(教育制度という一面での)社会構造の反映だといえる。因み
に、台湾からの修学旅行と国や一部の地方自治体で誤解されているものは、旅行形態としては、
日本の大学での希望者のみが参加する(そして単位として認定される)語学研修旅行と同様の組織
内募集旅行である。
招待旅行はいまでは激減しているものの、商品流通の仕組みから高度経済成長期には頻繁に行
なわれていた。それは当時、流通段階での商品価格に招待旅行の経費が紛れ込んでいるのだとい
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う点で公正取引委員会から指摘を受けていた。いかにも日本社会の構造的な仕組みで発生する旅
行だったということができる。報奨旅行は企業の営業活動を促進する上での欠かせないツールだ
ということができる。女性用下着販売のシヤルレが2007年に行なった販売コンテストの成績優秀
者に対する報奨旅行は5,000人という規模のため大変注目を浴びた(吉田2010:252)。香港ディズ
ニーランドを20時から貸切っての表彰式など、報奨旅行が日本社会の企業活動として必要なこと
を改めて認識させたのである。組織内募集旅行もまた、先の大学での希望者のみが参加する語学
研修旅行から、国や県・市会議員の後援会旅行や、信用金庫・信用組合など地域密着型金融機関
の預金者対象に募集する旅行など､社会の仕組みを反映した旅行形態として根強く存在している。
いま見てきたように、観光固有の原理を踏まえて観光マーケティングを考えるというのは、旅
行形態についての細分化が必要であるし、観光客を迎える側の観光対象・観光媒体・地域社会は
そうした細分化された観光客の旅行形態･観光形態にどう対応するかという思考が必要とされる。
３．経験価値という視点一ＬＣＣと旅行会社
2000年前後から経験価値という視点でマーケティングを考える研究がアメリカから入ってき
た。ここでは第１節で触れたＬＣＣの就航が旅行市場にどのような影響を及ぼすかを、就航直後
の盛況ぶりからでなく、観光固有の原理、さらにそこに経験価値の視点を導入することで考えて
みたい。
ＬＣＣは多少サービスの低下が起きても、コモデイテイ化した商品として広く消費者に低価格
でアピールできるはず、という発想に立っている。今日、マーケティングで重視されつつある経
験価値、あるいは自己表現的便益などという観点を欠落させ、ひたすら２地点を移動するという
機能的便益一「空飛ぶ電車」というピーチ･アビエーションＣＥＯの発言も報道されている－
－に絞ることによってビジネスモデルを確立したのである。そのためにはコスト削減が徹底して
図られる。駐機料の安い地方空港の使用、空港外の低い家賃の事務所に中古の備品、人件費の抑
制、機内での食事・飲み物や毛布は有料、チッキにする手荷物も有料、予約はインターネットの
みで受付、といった合理化である。しかしながら、乗り心地や安全面ということでは、座席足元
の空間的な狭さや通路の幅に不安を覚える乗客がいても不思議ではない。いや、搭乗便が整備不
良などで運休となった場合の代替便の用意や、定刻の到着が必須のビジネス客だけでなく、頻繁
に飛行機を利用することで利用可能な空港ラウンジの快適なサービスや、ＣＡとの言葉のやり取
りに心地よさを感じるリピーターにとってＬＣＣは当然ながら搭乗対象とはならない。
ここではっきりさせるべきなのは､乗客を一律に考えることは適切ではないという確認である。
もちろんこれはあらゆる商品のマーケティングにいえることでもある。すべての人がコモディテ
イ化した300円のＴシャツを望むわけではないし、旅行代金が５万円の香港旅行に申し込みをす
るわけではない。高額の商品を経験価値という観点から選ぶ消費者も必ず存在する。あるいは中
間の価格帯を好む心理も個々人にはあるかもしれない。
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ＬＣＣは次のような限定された消費者に選択されるべきものであろう。①インターネットの利
用が日常的な人、②(海外旅行の場合には特にだが、航空会社スタッフの案内なしで)一人で行動
できる人、あるいは家族･グループであればその中に案内できる人がいること、③相当早い時期
にスケジュールの決められる人(＝時間に余裕のある人)。ＬＣＣが新たな需要を拡大させるとす
れば、これまで航空運賃を高いと感じて尻込みしていた消費者の吸収であろう。ただ日本人の海
外旅行の場合でいえば、この層の人たちが②に該当するとは考えにくい。むしろそれまで格安航
空券で力をつけてきたリピーター層の吸収が中心となるのではあるまいか。東アジアや東南アジ
アの潜在顧客層を新規発掘することはできても、日本人をＬＣＣの海外路線に大量に呼び寄せる
ことは可能だろうか。この点では、すでに指摘したコトラーの観光マーケティングが日本で通用
しない(吉田2011)のと同じ側面を指摘することもできる。流通の問題である。
ＬＣＣが本来インターネットでしか予約を受け付けないというのは、紙媒体の航空券をコスト
削減のために発行しないということとあわせて、そこに旅行会社が介在することで手数料支払い
の発生しないことが意味されていた。日本で老舗の大型温泉旅館が破綻する際に、旅行業界の事
情に通じていない人たちが驚きの声を上げることに、１５％もの旅行会社への手数料支払い(＝適
切でないコスト）という現実がある。日本では流通段階における旅行業界の送客能力は高いもの
があり、宿泊客の70～80％を旅行会社からの送客に頼っている大型温泉旅館も珍しくない。運輸
機関の場合はその半分から三分の一未満の手数料率だが、ＬＣＣは事情が異なっている。ＬＣＣ
のコスト削減策はその商習慣に背いているからである。旅行会社は自ら旅行商品を造成する際に
機能的便益という点において、すなわち価格面での安さからＬＣＣを仕入れするのであり、手数
料収入のメリットがない以上、単品での販売はありえない。例えば、海外でのダイビングを目的
とする旅行を商品化している旅行会社であれば、ＬＣＣの存在は極めて安価な旅行素材(＝運輸
機関）を仕入れできることを意味し、そこへホテルやトランスファー・観光を付け、ダイビング
器具レンタル・講習費用を加えて旅行商品として造成できれば、ＬＣＣの手数料はなくとも、高
収益が得られる可能性はあるだろう。
マレーシアに本拠を置くエアアジアＸは直販率９割だが、日本市場でのクアラルンプール便に
ついては８割､最も多い時期には３割を旅行会社に卸していたという（｢週刊トラベルジャーナル」
2012年２月６日号)。つまり、ＬＣＣの単品販売はありえないから、どこかの旅行会社が旅行商
品の素材として仕入れをしたということである。もっとも、情報リテラシーという観点からは、
これを真実と捉えることもできるが、エアアジアＸが日本市場においては旅行会社の協力なくし
ては立ち行かないと考えている証左だと見ることもできる｡次のような分析が可能だからである。
エアアジアＸが大手旅行会社を流通チャネルとして重視するのは、修学旅行によるシンガポー
ル･マレーシアへの利用者増を目論むからである。すでに触れたように、個人レベルでの、上記
①～③を満たす潜在顧客では増加を期待することはできない。ところが、修学旅行であれば単年
度でなく継続的な利用が見込めるからである。エアアジアｘ側からは､価格面もさることながら、
数年前から実施計画が動き出す修学旅行においては国際線での燃油サーチャージ見通しが難しい
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が、当社は燃油サーチャージを設定していないから安心して利用してもらえる、との働きかけが
旅行会社に対してなされている。しかし修学旅行は信用第一のビジネスが必要とされる旅行形態
である。先に触れたようなＬＣＣの座席や通路の設計は、何よりも安全を重視する生徒父兄や学
校側を説得できるものであろうか。そうした観点からは－旅行形態の特色、すなわち観光固有
の原理からすれば－旅行会社としてリスクを冒すメリットがあるかどうかは疑問である。（学
校側が旅行費低減を図るため旅行会社にＬＣＣの利用を強いるなら、リスクは学校側が負うこと
になる｡）
しかし、試行的にＪＴＢはＬＣＣのジェットスター･ジャパンとの共同企画で初のパッケージ
ツアー「ジエツトスターで行く北海道・沖縄」を2012年７月から９月にかけて販売する。通常の
同方面旅行商品の約３割から５割の値付けをしており、価格的なメリットは大きい。ただし、試
行的というのは次のような側面が垣間見えるからである。
①ＪＴＢの看板ブランド「エースＪＴＢ」でなく、旅の予約センター専用商品としている。
②予約ができるのは、旅の予約センターの他はトラベルゲート千葉、トラベランドイオンモ
ール成田店に限定している。
③予約の受付けを電話の場合は21日前まで、メールの場合は30日前までとしている。
④手荷物を20キログラムまで無料で預けることができるようにしている。
おそらく、ＪＴＢ自身もＬＣＣを自社の旅行商品に素材として組み込むことがプラスなのかマ
イナスなのか決めかねている、それで撤退しやすい試行的商品としている、というのが実態では
あるまいか。③の条件は、それほど早く申し込みを締め切ってよいのかという旅行会社の懸念が
感じられる部分であり、極めて売りにくい設定である。しかし、この部分こそかなり以前から旅
行予定を決めることのできる人を対象とするというＬＣＣの販売戦略そのものである。そしてこ
の部分が重要なのは、ＬＣＣにとって販売チャネルとしての旅行会社が使えるツールなのかどう
か試す機会だからでもある。ＬＣＣを使ったパッケージツアーが日本市場で有効なのかどうかを
旅行会社とＬＣＣ側がともに見極めることができるのが、この試行ツアーの最大の目的であるよ
うに筆者には思える。一方、④はＬＣＣの政策のままではパッケージツアー参加者には馴染まな
いとＪＴＢ側が考えてのことである。
ＬＣＣがアメリカやヨーロッパ、あるいはアジアにおいてさえ成功しているのに日本で同じよ
うに成功はしないと想定されるのは、上記のように、個人を対象としたパッケージツアー流通上
の問題もあるが、それ以上にすでに修学旅行について触れたように、旅行形態別に消費者を考え
る必要があるからだといえる。修学旅行や報奨旅行、親睦旅行、組織内募集旅行、永年勤続旅行
など多くの旅行形態が旅行費の値打ち感とともに、それぞれの目的達成のために旅程が順調に消
化されることを前提としている。修学旅行であれば旅行を通じての学習効果、報奨旅行では社員
の仕事へのモチベーション高揚、旅行先そのものよりも仲間・友人と旅すること自体が目的とな
る(＝重視される）さまざまなつながりの親睦旅行、といったように。
そのような旅行形態でなく、自らの意思で旅行先を選び、自ら旅行費を支払う個人旅行の場合
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でいっても、先ほどのＴシャツの例で見るように、消費者は同じ行動を取るわけではない。例え
ば、鹿児島／大阪(伊丹)を全日空で55日前に購入すれば11,000円かかるが、予約時期によっては
その半額だからといってピーチの鹿児島／関西空港の方を選択するだろうか。全日空の普通運賃
と較べてはるかに格安な11,000円を選択するかもしれない。すでに触れたように付随するサービ
スに経験価値を感じるからである。
このように経験価値に着目することで、機能的便益のみで判断するという行動が一般的である
などとはいえなくなったのが今日のマーケティングが到達した水準である。もちろん、ジレツト
やメルセデスなど機能的便益における評価が定まっているからこそ経験価値も付随して生まれて
くるのだという見方もある。おそらく観光の場合には、旅という行動の特質から経験価値が格段
に重視されることは明らかであろう。自分が居住するのとは離れた土地で、建築物や自然が織り
成す景観、初めて食べる料理、気候、温泉、神聖な場所など、経験価値はいくらでも生まれてく
る。もっとも、こうした旅にまつわる素朴な理解は、観光という社会現象を対象としてマーケテ
ィングを考える際には障害となるかもしれない。なぜなら、ここでも旅行形態や観光形態の細分
化という手立てを持たない限り実体がつかめないからである。
例えば、温泉の事例で考えてみよう。
近年の動向でも示したとおり､温泉好きの人たちとっての源泉かけ流し人気は高いものがある。
恵まれた自然の中で良質の温泉に入浴することは､観光形態でいえば「癒し」という区分になり、
そこでの経験価値は他の旅行形態では得られないものとして貴重である。しかし、源泉かけ流し
ということはほとんどありえず、温泉湧出量から循環ろ過方式を取り入れざるを得ない大型温泉
旅館ではどうなるであろう。旅行形態から考えることでその実態は見えてくる。
成績優秀な営業パーソンを旅行に行かせる報奨旅行や、同業者や何十年ぷりかの同窓会旅行な
ど親睦旅行では、温泉の泉質が癒しをもたらすものとして楽しまれるよりも、（たとえ循環ろ過
であろうと）大浴場で湯に浸かりながら談笑することや、宴会場での会席料理を味わいながらの
旧交を温める会話が楽しまれたりすることで経験価値が生まれている可能性がある。それはそれ
らの旅行形態が社会構造の反映として実施されているものであり、一人旅の人間が旅先で味わう
経験価値とは異なっているからである。いわば、旅先でも日常の人間関係を引きずっており、観
光地で見る観光対象に感動することはあるにしろ、旅行形態が生まれるその基本において、その
つながりが旅先において経験価値を生み出しているのだと見ることができる。
経験価値も一律な場面で生まれるのでなく、旅行形態ごとにどのような場面で経験価値が生ま
れるのか、解明されなければ観光マーケティングの理論は構築できないだろう。
ＬＣＣよりは早く、かつより幅広い客層を掴んでいると思われるダイナミックパッケージにつ
いても同じことがいえる。機能的便益と経験価値を対比させることで観光マーケティングの思考
はより適切な判断が下せるはずである。
ダイナミックパッケージは基本的には利用者が飛行機と宿泊施設の組み合わせを自ら選択して
購入する商品である。海外旅行でも国内旅行でも販売されているが、ＬＣＣと違って、日本航空
いかに観光マーケティングは必要とされるか？１３
や全日空、海外旅行であれば各国のフラッグキャリアも販売対象に入っていることが大きな特色
である。つまり、ビジネスでの旅行者でも利用可能な点に可能性が広がっているのだと見ること
ができる。もちろんそれに付随して、ＬＣＣでは考えられなかったマイル取得やラウンジの利用
など経験価値がもたらされる機会が広がる可能性をダイナミックパッケージは有している。
欧米のオンライン旅行会社が販売を始めたことからも明らかなように、現実世界の店舗で販売
されるよりも、インターネット上のＷＥＢ販売に適する商品である。機能的便益が重視されるこ
とはＬＣＣと同様だが、航空機や宿泊施設の選択肢の多いことが大きな魅力となっている。航空
会社のウエブサイトでの飛行機予約が同時に宿泊施設ばかりでなく、レンタカーの予約も可能な
ように、ダイナミックパッケージもその手配範囲を広げつつある。レンタカーによる行動範囲の
拡大、上級クラスのホテル利用などでここでも経験価値がもたらされる場面はＬＣＣの場合に較
べればはるかに多彩となるだろう。ただし、範囲を広げることで無駄なコストが生じる可能性も
あるが。
海外旅行にあっては､ダイナミックパッケージは通常のパッケージツアーのスケルトンタイプ、
つまり観光の日程が含まれておらず、基本的に自由行動のコースとは、空港／ホテル間のトラン
スファー(送迎)が入っていない点で違っている。ダイナミックパッケージの方が一人で行動でき
ることが前提となっている。現地での行動が自由であるところは共通しており、経験価値の発生
ということでいえば、同じ条件だと見ることもできるが、空港／ホテル間の移動を自力でできる
かどうかは自立した旅行をできるかどうかの試金石となる。格安航空券の普及によって、ほぼ同
時期に『地球の歩き方』という自力で海外を歩き回るという旅のスタイルが若者の間に広まった
ことによってＨＩＳが大きく業績を伸ばしたように、ダイナミックパッケージはビジネス客ばか
りでなく、シニア層の需要をも爆発的に生むかもしれない。それは効率的な日程が詰まっている
通常のパッケージツアーに飽き足らないシニア層に強くアピールするかもしれない。
かってＨＩＳがもたらしたのと同様の、新しい市場が今ＬＣＣやダイナミックパッケージの普
及で生まれつつあるのかもしれない。しかし、もちろんそれは旅行形態や観光形態について細分
化の手法が確立されていればこその話である。
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HowlsTourismMarketingRequired？
HaruoYOSHIDA
IsthereanytheoryoftourismmarketingbeingeHbctiveontheactualtourismspotinJapan？
Generallyspeaking，thetheoryofmarketinginjapanisbasedontheAmericantheory・
Especiallyinthefieldoftourismmarketing,wefindsomedifYbrencesbetweenJapanand
America・Concretelyspeaking,ｗｅｓhouldregardthefbrmoftravelandtourismasanimportant
element・Whenwethinkofmarketing，theAmericantheoryshallteachustheimportanceof
STPandmarketingmix・ButasfbrtourismmarketinginJapa､,weshoulddetermineat6rst
theconditionoftourism，ｔｈａｔｉｓｔｏｓａｙ，masstourismorsmalltourism・Ofcourse，beibrethe
determination，ｉｔｉｓｄｅｓｉｒａｂｌｅｔｈａｔｗｅｓｔｕｄｙｔｈｅｍｅｔhodofsegmentationinseveralaspects･
Alsoweshouldimaginetheactualtravelsceneofaperson・Ｆｏｒexample，adoctortravelswith
his伯milies，moreoverhewillpaIticipateafriendshiptourwithotherdoctorsortravelwiththe
graduatesinthesameyear．
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